補助事業計画書
事業者名：　株式会社○○○○　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※共同申請の場合は代表事業者名を記入
１．補助事業の内容
	1．補助事業で行う事業名（30文字以内）

「中小企業事業者向け」成功事例ノウハウの動画配信等提供事業


	2．補助事業の具体的内容
中小企業事業者向け「経営者アカデミー」とは、中小企業事業者が自身の欲しい情報、他社の成功事例、失敗事例に係る情報等のノウハウを得、更に選択した会員種別に応じて相談やコンサルティングを「いつでも」「安価に」受けることができるサービスである。
　具体的なサービス内容は,以下の通り
1 弊社が日常的に行っているコンサルティング事例の内、企業経営に役立つミニセミナーや相談事例の動画及び音声の配信
2 知りたい情報をキーワード検索すると、左記に対する回答を動画及び音声、更にPDF資料の提供で回答するサービス

3 月に１回のリアルの交流会実施による、情報共有の場の提供

4 会員種別により、無料相談・コンサルティングの提供
　本補助事業においては、この「経営者アカデミー」の認知度を上げるための広報・告知・宣伝活動を重点的に行う。
【広報・告知・宣伝活動の具体的取組とスケジュール】

1  6月～ 9月：【経営者アカデミー】ビジネスパートナーとのコンテンツ・カテゴリー等検討、動画撮影、資料等配信のためのシステム構築、ホームページ立ち上げ

2  7月～11月：【経営者アカデミー】に関しての動画広告を始める

3 12月：【経営者アカデミー】モニター募集

4 1月～３月：【経営者アカデミー】に入会した会員との個別面談を参画メンバーと分担して実施し、会員種別や必要な情報等のカルテを作る

5 【経営者アカデミー】の会員を増やし、中小企業事業者の情報交換の場を構築する（2017年4月）



	3．共同事業について（＊共同事業の場合のみ記入し、共同申請でなければ本項目は空欄のまま提出すること）
（１）共同で事業を実施する必要性
（２）共同事業における参画小規模事業者の役割・取組（全ての参画事業者に
ついて記入し、体制図も記載すること）


	4．補助事業の効果
1 【経営者アカデミー】会員数の増加（0名→各会員別に20名ずつの計60名）

告知・広告を行うことで、【経営者アカデミー】の認知度が上がり、説明会への参加者が増加する。説明会への参加者の3割程度は入会するという実績があるため、認知度が上がれば会員数は確実に増加する。

2 【経営者アカデミー】月額会費収入の増加（0千円→　　　千円）

月会費が発生するため、会員が増加すれば、それに比例して収入も増加する

3 セミナー・企業研修に係る売上の増加

今までの実績では、コンサルティング後、紹介による当該企業が属する行間団体でのセミナーや社内に浸透させるための自社の管理職研修等の依頼の確率が非常に高いため、会員数が増加するとセミナー・企業研修の売上も比例して増加する
4 顧客を紹介しあえる経営者ネットワークの構築

同じような価値観の経営者が集まるため、とても濃厚な関係性のネットワークが構築できる。お互いの悩みを共有することで、紹介が頻繁に発生する質の高いネットワークとなる。




※採択時に、「事業者名」および「補助事業で行う事業名」等が一般公表されます。
※欄が足りない場合は適宜、行数・ページ数を追加できます。
２．経費明細表
	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳（単価×回数）
	補助対象経費（税抜）

	広報費
	販促用ランディングページの作成
	300,000円
	300,000円

	広報費
	販促用ＤＭチラシの作成
	200,000円×2種
	400,000円

	広報費
	説明会告知用サイトの作成
	300,000円
	300,000円

	広報費
	メルマガ広告
	60,000円×5回
	300,000円

	広報費
	ネット関連広告
	40,000円×5回
	200,000円

	（１）補助対象経費合計
	1,500,000円

	（２）補助金交付申請額　　　（１）×補助率2/3以内
	1,000,000円


※（２）の上限は５０万円。ただし、
①「雇用を増加させる取り組み」、「従業員の処遇改善に取り組む事業者」、「買
　い物弱者対策の取り組み」のいずれかの場合は、上限１００万円
　　②複数の小規模事業者による共同実施の場合は、
５０万円×小規模事業者数（最高５００万円）
　　③複数の小規模事業者による共同実施の中で「雇用を増加させる取り組み」、「従業員の処遇改善に取り組む事業者」のいずれかに該当する事業者がいる場合
　　　５０万円×上記取り組みに該当しない小規模事業者数＋
１００万円×上記取り組みに該当する小規模事業者数（最高５００万円）
④「買い物弱者対策の取り組み」に該当する複数の小規模事業者による共同実施の場合は、
１００万円×小規模事業者数（最高５００万円）
※以下のいずれかに該当する場合には、□にチェックを入れてください（共同事業の場合には、当該項目に該当する事業者を１者以上含む場合）。
　　□　雇用を増加させる取り組みを行う事業者（実績報告書提出時に、厚生年金・健康保険被保険者加入取得届および当該従業員の健康保険証の写しの提出が必須です）
　　□　従業員の処遇改善に取り組む事業者（申請時に、様式６および証拠書類の
添付が必須です）
　　□　買い物弱者対策に取り組む事業者（申請時に、様式７および様式８の添付が必須です。）
３．資金調達方法
＜補助対象経費の調達一覧＞　　　　　　＜補助金相当額の手当方法＞(※３)

	区分
	金額（円）
	資金調達先
	
	区分
	金額（円）
	資金調達先

	自己資金
	500,000
	
	
	自己資金
	1,000,000
	

	持続化補助金
（※１）
	1,000,000
	
	
	金融機関からの借入金
	
	

	金融機関からの借入金
	
	
	
	その他
	
	

	その他
	
	
	
	合計額
	1,000,000
	

	合計額
（※２）
	1,500,000
	
	
	


※１　補助金額は、２．経費明細表（２）補助金交付申請額と一致させること。
※２　合計額は、２．経費明細表（１）補助対象経費合計と一致させること。
※３　補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金の調達方法について、ご記入ください。
（１．から３．の各項目について記載内容が多い場合は、適宜、行数・ページ数を追加できます。）
